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Ⅰ ブロードバンドについて



我が国のブロードバンドの現状
【概要】
１．国による支援措置等の効果により、全世帯においてブロードバンドを利用可能。

２．利用されているブロードバンドの水準についても、光アクセスを中心に、最大３０Ｍｂｐｓ以上の超高速ブロードバンドが加入者全
体の約７割を占めており、韓国と並んで世界最高水準。

３．光アクセスについては、加入数が約１，６５０万（２００９年９月。加入可能世帯数の約３５％）にとどまっており、整備されたブロー
ドバンドインフラの利活用の促進が課題。

１．ブロードバンド利用環境の整備

［支援措置］

民間主導原則

・低利融資・利子助成、税制優遇措置、債務保証

条件不利地域への対応

・地方公共団体による光アクセス網等の整備に対す
る予算措置（累計で約７００事業、約１，２００億円）

［目標］

２０１０年度末までに、

■全世帯においてブロードバンドを利
用可能

■超高速ブロードバンドが９０％以上の
世帯で利用可能
（注）超高速ブロードバンド：ＦＴＴＨ及び下り３０Ｍｂｐｓ

以上のケーブルインターネット

［現状］
■期限を前倒して目標達成見込み

・ブロードバンド：全世帯において利
用可能

・超高速ブロードバンド：９０．１％の
世帯で利用可能 （２００９年３月末）

（注）上記は、いずれも利用者が事業者に加入

申込を行えばブロードバンドサービスを利用可
能な状況を示すもの。

（参考）米国では、現在、４Ｍｂｐｓ（実測）のブロードバンドに９５％がアクセス可能（７００万世帯１，４００万人がアクセスできない。）。
（２０１０年３月「国家ブロードバンド計画」）

２．利用されているブロードバンドの水準

1Mbps未満 1～10Mbps未
満

10～30Mbps未
満

30Mbps以上 速度不明

2005年6月 １．１％ ２９．４％ ３３．５％ ３５．５％ ０．５％

2006年6月 １．２％ ２２．７％ ２６．３％ ４８．５％ １．３％

2007年6月 １．２％ １９．０％ ２１．７％ ５７．２％ １．０％

2008年6月 １．１％ １６．４％ １８．３％ ６４．１％ ０．１％

2009年6月 ０．９％ １３．７％ １６．３％ ６９．１％ ０．０％

【伝送速度から見たブロードバンド利用の状況】
光アクセスを中心に、我が国のブロードバ

ンド利用者の約７割は３０Ｍｂｐｓ以上の超
高速インターネットを実際に利用。

（参考）ブロードバンドにおける光ファイバアクセスの割合（Ｏ
ＥＣＤ資料）
１位 日本 ５１％ ２位 韓国 ４６％ ３位 スウェーデン
２１％・・・・・・・・・・ ７位 米国 ６％

（２００９年６月）
なお、英、独、仏は０％とされている。
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ブロードバンドサービスの普及状況

0

500

1 ,000

1 ,500

2 ,000

2 ,500

3 ,000

3 ,500
総計約数

光ファイバ（FTTH）

ＤＳＬ

ケーブルインターネット

無線（FWA）

無線（BWA）

1,013.4

1.3

1,719.6

430.1 

（単位：万契約）

注：電気通信事業報告規則の規定により報告を受けた数値を集計
（平成１６年３月末分以前は、事業者から任意で報告を受けた数値を集計。）

FTTHがDSLを
逆転

（08年6月）

ブロードバンドサービスの契約数は09年12月末で3,170.9万(前期比1.3%増)となり、増加が続いている。
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ブロードバンドインフラの整備状況（内訳） （平成２１年３月末） 4

構成員限り



技術方式

伝送速度 概要

備考最大
伝送速度

実効
伝送速度

速度低下の原因 メリット デメリット

有

線

光アクセス １Gbps 20Mbps程度
～

●一本の光ファイバ
を共有する世帯数

●構内配線の方式

■伝送速度が高い。
■大容量双方向通信も実現可能。

■インフラ整備コストが大きい。
■ＡＤＳＬに比較して料金が高い。

ケーブル
インターネット

30Mbps
～160Mbps

数Mbps～ ●一本の同軸ケー
ブル（アンテナ線
）を共有する世帯

数

■テレビとの一体的な提供地方でもサー
ビス提供しやすい。

■光アクセスなみの伝送速度も実現可

能。
■大容量双方向通信も実現可能。

■インフラ整備コストが大きい。
■通信設備がCATV専用の特殊な機器
の為、機器コストも大きい。

ＡＤＳＬ １.5Mbps
～50Mbps
（下り）

数百kbps
～数十Mbps
（下り）

●局舎からの距離
（信号が減衰）

●他の回線や送電

線、AMラジオ等か
らの外乱

■インフラ整備コストが低い。
■料金が低い。

■伝送速度が相対的に低い。
■理論上、局舎から2km程離れると、最
大で十数Mbpsしか出ない。

■上りの伝送速度が低く、大容量双方向
通信は困難。

無

線

ＬＴＥ(3.9G) 15Mbps
～100Mbps
（下り。

上りは半分）

数百kbps
～数十Mbps

●一つの基地局を
共有する端末数

●反射波等の電波

ノイズ

■伝送速度が高い。
■面的展開が比較的容易。
■複数の基地局を独占できれば、更に

伝送速度をあげることが可能。

■最大伝送速度は、割当周波数帯幅に
依存（最大20MHzのところ、日本では
10MHzと15MHz）。

■基地局整備コストが大きい。
■上りの伝送速度が低い。

２０１０年末サービ
ス開始予定

無線ＬＡＮ
(Wi-Fi,
IEEE802.11)

11Mbps
～300Mbps

1Mbps程度
～54Mbps

●電波ノイズ
●湿気による減衰

■伝送速度が高い。
■面的展開が比較的容易。

■伝送距離が短い。
■基地局が多数必要。基地局迄の大容
量固定インフラの整備も必要。

モバイル
ＷｉＭAＸ等

４Mbps
～75Mbps

数百kbps
～数十Mbps

●一つの基地局を
共有する端末数

●反射波等の電波

ノイズ

■伝送速度が高い。
■面的展開が比較的容易。

■最大伝送速度は、割当周波数帯幅に
依存(UQでは最大40Mbps程度)。

■基地局整備コストが大きい。

■上りの伝送速度が低い。

衛星 1～4Mbps
（下り）
512kbps

～2Mbps
（上り）

ほぼ最大伝
送速度通り
（衛星回線を共用
する場合は速度
低下の可能性有
り）

●降雨減衰（サービ
ス不能になる）

■インフラ整備コストが小さい（１衛星当
たり100～200億円）。

■他の技術方式によるブロードバンド整

備が困難な条件不利地域もカバー可
能。

■伝送速度が低い。
■利用者の初期費用が著しく高い
（アンテナを含め数十万円）。

現在２社が一般利
用者向けサービス
を提供

ブロードバンドの技術方式の比較 5



諸外国におけるブロードバンド政策の動向
米国 ＥＵ 英国 フランス ドイツ 韓国 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

政策ビジョ
ン・目標

■米国再生・再投
資法（09年2月）

■国家ブロードバ
ンド計画（10年3
月）
・2020年に最低1億世

帯で下り最低
100Mbps（実測）、上り
最低50Mbps以上のア

クセス
・下り最低4MbpsのBB
をユニバーサルサー
ビスとするために基金
改革 等

■リスボン戦略及
びｉ２０１０戦略（05
年6月）
・2010年までにBB普
及30%

↓
■EU2020戦略及

びポストｉ２０１０戦
略
・2013年までにBBカバ

レッジ100%、2020年ま
でに全市民が30Mbps
利用可能、50%以上
の世帯が100Mbps以
上のBBに加入。

■デジタル・ブリ
テン（09年6月）
・2012年までに2Mbps
をユニバーサルサー
ビスとして提供。

・2017年までに90%の

家庭・事業所に次世
代BBを整備。

■アタリ報告書
（08年1月）
・2016年までに超高速

BB世帯カバー率１０
０％。

■デジタルフラン
ス２０１２（08年10
月）
・2010年から512kbps
超の高速インターネッ
トを35ユーロ未満でユ

ニバーサルサービス
として提供 等

■ｉＤ２０１０（06年
11月）
・2008年までにＢＢの

世帯カバー率９８％。
・2010年までにＢＢの

世帯加入率５０％以
上。

■第２次景気対
策（09年1月）
・2014年までに全世帯

の3/4、2018年までに

全世帯が高速ＢＢ利
用可能

■ニューＩＴ戦略
（08年７月）

■国家情報化基
本計画（08年12
月）

■放送通信網高
度化基本計画（09
年１月）

■ｉＮ２０１５
（intelligent Nation 
2015）（06年6月）
・2015年までに90%の

家庭でブロードバンド
利用

・学校に通う子供のい
る全家庭でＰＣ利用

インフラ整
備

■コネクトアメリカ
基金、モビリティ
基金の創設

■２年間１０億
ユーロの予算措
置（08年11月）

■国の支援措置
ガイドライン（09年
9月）

■次世代ブロード
バンド基金

・メタル回線利用
者から月50ペンス
を徴収。

■超高速インフラ
整備に関し１０年
間で３００億ユー
ロの投資

■未来投資法に
基づき、2009年及
び2010年に市町

村に対して補助金
を提供

■有線広帯域加
入者網（50Mbps
～100Mbps）の加
入目標を、2010年
1,200万世帯
（70%）、2013年
1,450万世帯
（95%）

■１Ｇｂｐｓ以上の
通信速度を有す
る「国家光ファイ
バネットワーク」
（ＮＦＮ）を構築。
無線ＢＢも整備。

利活用推
進

■ヘルスケア、教
育、エネルギー・
環境等

■多言語デジタ
ルライブラリー
「Europeana」構築

■ホームアクセス
プログラム

（オンラインアクセ
スのない就学児
童の家庭にイン
ターネット料金等
を支援）

■学校教育にお
けるデジタル利用
推進。利用試験
後、2010年には
全国運用を計画

■2009年10月か

ら電子健康保険
カードを導入

■I-PINなど住民

登録番号の代わ
りとなる本人確認
制度を拡大
■政府統合電算
センターのエネル
ギー消費の半減

■教育分野で各
生徒に情報端末
を配布、公共分野
では共通化による
行政コスト削減等

その他 ■民間投資促進
のための線路敷
設基盤へのアク
セス改善
■研究開発への
投資

■規制当局に事
業者の機能分離
の権限を付与（09
年11月）
■インターネット
アクセス権を基本
権（09年11月）

■新たな政府組

織ＢＤＵＫ
（Broadband  
Delivery UK）を設
置（10年3月）

■デジタル経済
法案

■都市部の同一
の建物内で複数
の事業者がそれ
ぞれの加入者に
対して自社の光
ファイバ回線を設
置することを許容
する旨決定

■2010年から、デ

ジタル・デビデンド
の割当を開始予
定（無線ブロード
バンドへの活用を
含む）

■情報通信に関
する人材育成を
実施（非情報通信
産業の労働者に
対するトレーニン
グの実施、情報通
信に関する奨学
金の拡充等）
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業務区域ごとに
25％超のシェアを占める端末設備を有すること指定要件

都道府県ごとに
50％超のシェアを占める加入者回線を有すること

我が国におけるドミナント規制の概要

第一種指定電気通信設備制度（固定系） 第二種指定電気通信設備制度（移動系）

ＮＴＴ東西を指定（９８年） ＮＴＴドコモ（０２年）、ＫＤＤＩ（０５年）・沖縄セルラー（０２年）を指定

指定対象設備

加入者回線及びこれと一体として設置される電気通信設備
であって、他の電気通信事業者との接続が利用者の利便の
向上及び電気通信の総合的かつ合理的な発達に欠くことが

できない電気通信設備

基地局回線及び移動体通信役務を提供するために設置さ
れる電気通信設備であって、他の電気通信事業者との適
正かつ円滑な接続を確保すべき電気通信設備

接続関連規制

■接続約款（接続料・接続条件）の認可制

■接続会計の整理義務

■網機能提供計画の届出・公表義務

■接続約款（接続料・接続条件）の届出制

行為規制

■特定業務以外への情報流用の禁止
■各事業者の公平な取扱い
■設備製造業者・販売業者の公平な取扱い

■特定関係事業者との間のファイアウォール

■特定業務以外への情報流用の禁止
■各事業者の公平な取扱い

■設備製造業者・販売業者の公平な取扱い

利用者料金
関連規制

指定電気通信役務
（第一種指定電気通信設備により提供され

る役務であって、他の事業者による代替的
なサービスが十分に提供されないもの）

特定電気通信役務
（指定電気通信役務のうち、利用者の利

益に及ぼす影響が大きいもの）

■契約約款の届出制
■電気通信事業会計の
整理義務

■プライスキャップ規制

第一種指定電気通信設備を設置する者に対する規制 第二種指定電気通信設備を設置する者に対する規制

更に、収益ベースのシェアが25％を超える場合に
個別に指定された者に対する規制

ＮＴＴドコモ（０２年）を指定

■電気通信
事業会計の
整理義務

■電気通信
事業会計の
整理義務
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Ⅲ ユニバーサルサービスについて



① ユニバーサルサービスとは

あまねく日本全国で提供されるべきサービス（あまねく電話）
ＮＴＴ法第３条により、ＮＴＴ東西にユニバーサルサービスが義務づけられている。具体的には、

☞ ＮＴＴ東西の 加入電話（基本料）、公衆電話、緊急通報 が該当

② ユニバーサルサービス制度

地域通信市場、とりわけ都市部等の採算地域における競争の進展により、従前のようにＮＴＴ東西だけで日本
全国の電話網の維持コストを負担するのは困難。

ユニバーサルサービス設備と接続等を行うことにより受益している電気通信事業者も応分の負担
（携帯電話事業者、固定電話事業者、ＩＰ電話事業者）

１ ユニバーサルサービス制度の仕組み

２ ユニバーサルサービス制度の現状

■０６年度から制度が本格的に稼働

■前年度のユニバーサルサービス収支に基づき、

ＮＴＴ東西の補てん対象額を算定

■稼働電気通信番号数に応じて負担金を負担

30社中27社（10年2月１日現在）が「ユニバーサル
サービス料」 として利用者に転嫁

我が国におけるユニバーサルサービス制度の概要

認可年度 ０６年度 ０７年度 ０８年度 ０９年度

ＮＴＴ東西への
補てん額

１５３億円 １３６億円 １８１億円 １８８億円

１番号あたりの月額
負担額（番号単価） ７円／月・番号 ６円／月・番号 ８円／月・番号 ８円／月・番号
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ユニバーサルサービス制度における手続及び資金の流れ

適格電気通信事業者のユニバーサルサービス提供設備と接続等により受益している他の電気通信事業者も
応分のコスト負担を行う仕組み ＝ 電気通信事業者同士で負担する制度

（※１） 前年度の事業収益が10億円超
【10年2月1日時点で30社】

（※２） 電気通信番号数に応じて負担

■ ベンチマーク方式の採用
■ 補てん対象は上位４．９％の高コスト

回線に係る費用

■ 交付金・負担金の額の算定
■ 交付・徴収の実施

総務大臣

適格電気通信事業者
（NTT東・NTT西）

基礎的電気通信役務
支援機関

（（社）電気通信事業者協会）

負担対象事業者

適格電気通信事業者と
接続等している事業者(※1)

②資料届出

⑦交付金の交付

⑤負担金通知

④認可

①ユニバーサルサービスの
提供に係る補てん対象額
算定のための基礎データ

③交付金の額
等認可申請

携帯電話事業者

ＩＰ電話事業者

固定電話事業者

⑥負担金の納付(※2)
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